
令 和 ８ 年 ８ 月

人 事 院

令和９年度予算・組織定員要求について



対前年度比（％）対前年度額（百万円）
R９要求・要望額

（百万円）
R８予算額（百万円）

+5.047２9,92４９,４５２人事院予算額

０１ 令和９年度予算概算要求・要望額
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注２：要求・要望額には「強く豊かな日本」投資枠である１７１百万円を含む。

・ 令和９年度要求・要望額は、約４億７千２百万円（対前年度比+５．０％）の増

注１：「対前年度額」は、予算額及び要求額を百万円単位で四捨五入しているため、差引きが予算額及び要求・要望額
と合致しない。
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０２ 令和９年度予算・組織定員要求の主な内容（１／７）

１.実力本位で活躍できる公務

・予算については、①指定職俸給表の適用を受ける職員の給与を総合的に検討するための資料を得るため、民間企業の役員報酬等を調査、②前回
(令和３年度)の官民比較からの経過期間と、令和７年度の定年年齢62歳への引上げに伴い、62歳定年退職者が令和８年度に比較対象として出現す
ることを踏まえ、令和９年度に退職手当水準に係る調査を実施

・定員については、①職務・職責を重視した新たな給与体系、定年の段階的な引上げを視野に入れた60歳前後の給与水準など、今後の制度改正に向
けた企画・立案、②民間企業の給与制度・運用の調査研究等を行うための体制を要求

■ 実力本位の人事制度の確立

２.働きやすさと成長が両立する公務（１／４）
■ 転勤に伴う経済的な負担の軽減等

・転勤に関する各種手当を再編・統合し、新たな転勤に関する総合的な手当の創設、転勤インセンティブに関する検討・研究を行う
ための官職を要求

定員 給与局 給与第三課 手当制度研究官 ３級(係長)【※時限延長】

予算

■ 役員報酬調査
■ 民間企業年金調査

８,８３６千円

定員

定員

給与局 給与第一課 勤務条件企画官 ５級(課長補佐)【※時限延長】

給与局 給与第一課 給与調査研究室 官民給与調査研究官 ３級(係長)【※時限の新設】

２,８４４千円

５,９９２千円
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０２

２.働きやすさと成長が両立する公務（２／４）

■ 各府省の健康管理体制の整備・充実支援

予算

定員

令和９年度予算・組織定員要求の主な内容（２／７）

心と体の総合的な健康相談事業 ２０,１３４千円

職員福祉局 職員福祉課 健康安全対策推進室 企画班 主査 ３級(係長)【振替】

・予算については、こころの健康相談室の運営を外部に委託するとともに、職員の利便性の向上のため、人事院の運営する相談窓口
を集約し、心身の健康についても相談できるワンストップの相談窓口を設置

・定員については、令和７年度に設置された課長補佐（企画班）の下に係長級を置き、ラインを形成するための官職を要求

■ ゼロ・ハラスメントの実現
・各府省におけるハラスメント対策の調査及び指導等を行うための体制を要求

定員

定員

職員福祉局 職員福祉課 ハラスメント対策指導官 ５級(課長補佐)【振替】

職員福祉局 職員福祉課 ハラスメント対策指導専門官 ３級(係長)

■ 超過勤務の縮減
・各府省の実情に応じた実効的な縮減策を示す伴走支援を実施するための体制を要求

定員

定員

職員福祉局 職員福祉課
勤務時間調査・指導室 勤務環境改善支援推進官 ５級(課長補佐)

職員福祉局 職員福祉課
勤務時間調査・指導室 勤務環境改善支援推進専門官 ３級(係長)
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０２

２.働きやすさと成長が両立する公務（３／４）

■ 多様な成長機会を用意する成長できる職場の整備

令和９年度予算・組織定員要求の主な内容（３／７）

１１,４１７千円

・予算については、①各府省の課長級職員を海外の大学院の短期リーダー養成プログラムに派遣し、グローバルな視点に基づく
判断力、人的ネットワーク、国際交渉力を強化、②スキル一覧を活用し、能力開発支援メニューの拡充・提供、職位・職種別
のスキルマップを各府省に対して支援

・定員については、①人材マネジメントの強化に資する育成プログラムの調査研究、関係機関との調整等を支援、②国際人材の
戦略的育成の支援、公務ブランディングの一環として留学の情報発信強化を行うための体制を要求

予算 ３７,２７２千円

■ 課長級短期海外大学院研修（リーダー養成）

■ スキルマップ作成を含む各府省能力開発支援事業

■ 初任行政研修の研修員数増加に伴うカリキュラムの適正な実施

定員

定員

人材局 人材育成特別分析官（専門スタッフ職） ４級(審議官級)【振替】

人材局 研修推進課 派遣研修室 研修企画官 ５級(課長補佐)

１１,３４１千円

１４,５１４千円
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０２

２.働きやすさと成長が両立する公務（４／４）

令和９年度予算・組織定員要求の主な内容（４／７）

■ 公平審査制度や苦情相談の充実

定員 公平審査局 調整課 事案審理分析官（専門スタッフ職） ３級（課長級）【振替】

・予算については、現行のインターネット申込み、採点処理・合格発表等に係る電算処理業務システムをガバメントクラウドへ移行し、
移行に伴うシステムの標準化により、新規業者の参入を促し、競争力強化により費用削減、システムの向上を期待

・定員については、①人事管理の高度化を強力に推進するため、令和８年度に設置された補佐級の下に係長級を置き、ラインを形成す
るための官職を要求、②インターネットによる受験申込みシステムのガバメントクラウドへの移行等に向けたＰＭＯの体制強化のた
めの官職を要求、③ＤＸの推進に加え、生成ＡＩを活用した業務改革（ＡＸ）を推進するための官職を要求

定員 公平審査局 職員相談課 職員相談情報管理官 ５級(課長補佐)

■ デジタル・ＡＩ技術の進展を踏まえた人事管理等の促進

・複雑・高度化する事案への対応のため専門的な研究・分析を行い、迅速かつ終局的な解決に向けた事案審理業務を支援するための官職
を要求

・苦情相談に関する情報管理、苦情相談の件数・内容等についての分析により、苦情相談に関する施策の改善等を行うための官職を要求

定員

定員

定員

政策立案参事官Ｇ 人事管理高度化専門官 ３級(係長)【別枠】

情報管理室 情報システム調整官 ５級(課長補佐)

情報管理室 ＤＸ・ＡＸ推進官 ５級(課長補佐)【振替】

予算 １４８,４６９千円（デジタル庁から要求する政府情報システム予算）
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０２

３.誰もが挑戦できる開かれた公務

予算 ２０３,３９９千円

令和９年度予算・組織定員要求の主な内容（５／７）

■ 採用試験等の見直し
・予算については、①令和９年度の経験者採用試験における基礎能力試験へのＣＢＴ導入（民間Ｗｅｂテストの活用）、②試験実施のため各府省に
追加の職員派遣を依頼することが困難な状況にあるため、試験係官の一部を人材派遣事業者等の活用により確保し、各府省の負担を軽減、③試験
日程の前倒しにより、研修と日程が重複する間は西ケ原研修合同庁舎での試験が実施できないため、民間施設を借用

・定員については、①ＣＢＴ方式の導入をはじめとした時代に即した新たな試験実施方法の検討、これに対応するための基準の見直しなど、試験業
務に関する企画立案、②ＣＢＴ方式の導入に伴う試験種目のアップデート③基礎能力試験以外の試験種目へのＣＢＴ方式の導入に向けた問題作成、
試行試験の企画・実施を行うための体制を要求

■ 経験者採用試験第１次試験実施（ＣＢＴ方式）に係る経費

■ 国家公務員採用試験第１次試験における試験係官の人材派遣事業

■ 一般職試験第２次試験の実施（実施に伴う民間施設の借上げ）

１４２,６１２千円

１７,５３２千円

４３,６５５千円

定員

定員

定員

定員

人材局 試験課 試験実施企画調整専門官 ５級(課長補佐)

人材局 試験専門官室 試験開発官 ５級(課長補佐)

人材局 試験専門官室 ＣＢＴ推進専門官 ５級(課長補佐)【※時限の新設】

人材局 試験専門官室 ＣＢＴ推進専門官 ３級(係長)【※時限の新設】



7

０２ 令和９年度予算・組織定員要求の主な内容（６／７）

４.高い使命感とやりがいを持って働ける公務

■ 魅力発信施策（新規学卒者、技術系人材、経験者向け）

・予算については、①優秀な人材の獲得に向けて、国家公務員志望者の関心に応える情報発信の強化、若手職員の活躍する姿や公務の魅
力発信等の人材確保対策の一層の拡充、民間企業志望者が多く参加する民間就職支援会社主催のイベントに参加、早い段階から国家公
務員のイメージ形成を働きかけるため、留学生や大学低学年・高校生などに対しても積極的に魅力を発信するなど取組を強化、②人事
院職員向けにエンゲージメントサーベイを実施した上で、職員の働きがいや成長実感の阻害要因を把握し、キャリア支援や職場環境改
善につなげることで、離職・休職の防止と人材定着を図る。さらに、その取組成果を各府省へ展開し、国家公務員全体の働きがい向上
と持続的な人材確保・活用を目指す

・定員については、令和８年度に設置された補佐級の下に係長級を置き、ラインを形成するための官職を要求

７０,２４５千円

■ 「選ばれる」公務職場の実現 ～公務のブランディング～

予算

■ 職員のエンゲージメント向上による人材確保・定着推進事業 ２７,４７７千円

■ 海外留学生向けの啓発活動の拡充 ４,６１５千円

定員 人材局 企画課 人材確保対策室 ブランディング戦略推進官 ３級(係長)

１０２,３３７千円
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０２ 令和９年度予算・組織定員要求の主な内容（７／７）

５.官房部局の組織・機能強化に向けた体制整備

定員

・当面は総合政策課長が所掌する事務の一部を分担させることを念頭に、政策統括・調整機能の更なる強化のための官職を要求

事務総局 参事官 ８級（課長級）【振替】

■ 政策統括・調整機能の更なる強化

■ 各府省の情報集約、民間企業等の調査研究等の強化
・民間の人事労務の実情やそれを取り巻く情勢の把握、各局の調査結果や各府省に係る情報の集約・分析等を行うための体制を要求

定員 総合政策課 人事政策調査官 ５級(課長補佐)・３級(係長)


